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1 はじめに 

人口減少・高齢化の進展により，社会資本に対す

る自治体の財源縮小が予想される中，限られた財源

を効率的に活用するための方策として，コンパクト

シティが注目を集めている．筆者らは，既報 1)にお

いて都市空間構造の再構築手法について分析を行っ

ているが，その実施に関する不確実性は考慮してお

らず，実際に施策として適用するためには，リスク

管理も取り込んだ分析手法の構築が必要である．例

えば，既報 1)では施策実施時に行われる住民の撤退

は一時点において，かつ，一斉に行われるものとし

ているおり，撤退・再集結の遅延リスクについては

述べていない． 

また，施策の実施に係る追加的コストについて詳

細な分析は行っておらず，その効率性向上の効果に

ついて把握できていないのが現状である． 

そこで本研究では，リスクと収益性を勘案した効

率性の高い資産運用を目的としたアセットマネジメ

ントの考え方を用いて，市街地縮退策を検討するた

めの方法論を示し，その効果について分析すること

を目的とする． 

 

2 市街地縮退策検討のために考慮すべきリスク 

他の公共事業と同様に，市街地縮退策実施には

様々なリスクが存在する．その代表的なものについ

て以下に述べる． 

 

a) 計画・調査段階におけるリスク 

計画時の人口予測はミクロレベルで行われるため，

実際の値と乖離する可能性が高い．また，撤退・再

集結地区の選定には地区内人口が大きく影響するた

め，リスクとして考慮すべき項目である． 

b) 施策実施段階におけるリスク 

用地の取得や住民の移動をともなう公共事業にお

いて，特に大きなリスクとなり得るのは，遅延リス

クである．これは，用地の取得や住民の移動が計画

通り進まず，本来生じるはずの便益が失われること

に対するリスクである．市街地縮退策において，特

に不確実性が高く，施策の効果に及ぼす影響の大き

いリスク項目であると考えられる．その他，工事コ

ストの変化に関するリスクや事故による施策の中断

リスクなども考えられる． 

c) 運用段階におけるリスク 

再集結地区の再構築による，質の高い市街地の形

成と高い QOL 水準の確保が，対象住民の撤退・再

集結インセンティブとなる．しかし，市街地の社会

資本ストック機能の陳腐化や想定以上の劣化の進行

などによって，追加的なコストが必要となるリスク

が存在する． 

d) 各段階共通のリスク 

自然災害，社会経済状況の変化，政治状況の変化

などが各段階に共通して存在する． 

 

限られた予算で効率的にその効果を生み出すため

には，以上のようなリスクをできる限り小さくする

ための方策が必要となる． 

  

3 市街地縮退策検討の方法論の構築 

本研究における市街地アセットマネジメントの枠

組みを図 1 に示す．評価は市域を約 500m 四方に細

図 1 市街地アセットマネジメントの枠組み 
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分化した 4 次メッシュ単位で行い，それぞれが一つ

の事業であるととらえる．また，その投資効率を，

「市街地に投入されるコストあたりに創出される生

活環境質」とし，これが事業価値であると考える．

目標値と全体最適を照らした場合に，この投資効率

に応じて，「事業の継続」あるいは「事業の中止」ど

ちらかが選択される．その選択にあたっては，事業

オプション実行時に想定されるリスク分析が行われ，

低リスクで効率性を高めることのできる撤退・再集

結地区選定が行われる（③）．  

 

3.1 土地の投資効率性 

土地の投資効率性（S 値）は以下の式(1)で表わさ

れる． 

 

(1) 

 
ただし，Si：地区 i における土地の投資効率性，QOLpi：地区

i における個人 p の生活環境質，MCi：地区 i を維持のために

必要な市街地維持コスト． 

 

図 1の①・②は土地の投資効率性評価のフローで

ある．都市を細分化したメッシュ単位の市街地維持

コスト推計と，既報 1)で構築した余命換算型生活環

境質評価モデルを用いて QOL 評価を行い，これら

より算出される生活環境質に対するコストパフォー

マンスが「土地の投資効率性（S 値）」である．これ

はインフラの整備状況や人口構成により決定される

ものである．これを「事業の継続」時（①），「事業

の中止」時（②）のそれぞれについて算出し，投資

の意思決定に用いる． 

3.2 市街地維持コスト推計 

市街地維持コストとは，住民の都市生活に必要な

インフラの維持・管理に係るコストのことを言う．

モデルは，インフラ維持・更新モデルとインフラコ

ーホートモデルにより構成される． 

3.2.1 インフラ維持・更新モデル 

本来，各インフラの劣化度等と維持・更新コスト

の関係を考慮した，推計を行うべきであるが，現状

ではデータの不足や統一的な基準が無いことなどの

理由により，ミクロレベルでの推計には適用できな

い．そこで，本研究では各インフラの標準的な維持・

更新スケジュールを定義し，これを用いることで各

年度のインフラ単位維持・管理コストを推計する． 

3.2.2 インフラコーホートモデル 

インフラ存在量・維持コストの変化についてはコ

ーホートモデルを利用する．インフラ存在量コーホ

ートは，t 年度における経過年数 a 年のインフラ存

在量が Xa，t で表されている．このコーホートを基

に，経過年数 a による維持コストの変化を考慮して、

維持コストの総和 C を推計する． 

次年度 t+1 における経過年数 a+1 のインフラスト

ック量は以下の式(2)で表わされる． 

tatata XPX ,,1,1 ∗=++  (2) 

P はインフラコーホートにおけるインフラの次の期

への生残率を表す． 

3.3 撤退・再集結コスト推計 

撤退・再集結策を実施する際，撤退地区では住宅

の補償や取り壊し，再集結地区では撤退地区より人

口を受け入れるための住宅の整備，QOL 水準の低下

を防ぐための新規インフラ整備等が必要となる．こ

れら撤退・再集結策実施に係るコストを推計するた

め，以下の式(3)を用いる． 

cjdjIibiliij CCCCCC ++++=  (3) 

ただし，Cli：再集結地区 i における用地買収コスト，Cbi：住

宅建築コスト，CIi：インフラ整備コスト， Cdj：撤退地区 j

における住宅取壊コスト，Ccj:住宅補償コストを表す． 

 

4 おわりに 

本稿では、アセットマネジメント手法を用いた市

街地縮退策検討の枠組みについて示した。今後は、

実際の都市を対象とした分析を行っていく予定であ

る。 
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